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小児のアレルギー疾患保健指導手引きの活用について

令和7年度保健師中央会議
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厚生労働省におけるリウマチ・アレルギー疾患に関するこれまでの取組

小児ぜんそく治療研究事業を実施
（昭和49年度より小児慢性特定疾患治療研究事業において医療費助成を開始）昭和47年
・アレルギー疾患についての総合的な研究事業を開始し、病因及び病態の解明、治療法等の研究の推進。
・免疫アレルギー疾患の診療に関するガイドライン等を随時作成及び改訂し、医療関係者に対する適切な診断・治療方法
の普及啓発を実施

平成４年

・リウマチ・アレルギー疾患に関する診療、研修、研究、情報などに関する高度専門医療施設として、国立相模原病院
（現国立病院機構相模原病院）に臨床研究センターが開設平成12年
・今後のアレルギー対策を総合的・体系的に実施するため「アレルギー疾患対策の方向性等」を策定し、都道府県等関係
団体に通知。（「医療提供等の確保」を柱の一つに掲げ、かかりつけ医を中心とした医療体制の確立を推進）平成17年

・リウマチ・アレルギー特別対策事業を開始平成18年

・厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ・アレルギー対策委員会において報告書のとりまとめ（平成23年８月）平成23年

・アレルギー疾患対策基本法成立（平成27年12月施行）平成26年
・アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針の制定（平成29年３月21日 厚生労働省告示）
・アレルギー疾患医療提供体制の在り方についてとりまとめを行った（平成29年７月）平成29年
・アレルギー疾患医療提供体制整備事業が開始（平成30年度～）
・免疫アレルギー疾患研究戦略検討会で「免疫アレルギー疾患研究10か年戦略」のとりまとめを行った（平成31年１月）平成30年

・アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針の改正（令和４年３月14日改正 厚生労働省告示）令和４年

・花粉症に関する関係閣僚会議が開催され、「花粉症対策の全体像」がとりまとめられた（令和５年５月）令和５年

・「免疫アレルギー疾患研究10か年戦略」の中間評価を行った（令和６年11月）令和６年
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アレルギー疾患対策基本法（平成26年法律第98号）
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厚生労働大臣
基本指針案の作成
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意見 連携

アレルギー疾患対策基本指針
（平成29年厚生労働省告示第76号、

令和４年３月一部改正）

地方公共団体
アレルギー疾患対策基本法第５条（抄）
自主的かつ主体的に、その地域の特性に
応じた施策を策定し、及び実施するよう

努めなければならない。

連携

気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎、花粉症、アレルギー性結膜炎、食物アレルギー

１）重症化の予防及び症状の軽減
・知識の普及等
・生活環境の改善

２）医療の均てん化の促進等
・専門的な知識及び技能を有する医師
その他の医療従事者の育成

・医療機関の整備等

３）生活の質の維持向上
・その他アレルギー疾患医療に係る
職種の育成

・関係機関の連携協力体制の整備
・国民全体への情報提供体制の整備

４）研究の推進等
・アレルギー疾患の本態解明
・疫学研究、基礎研究、臨床研究の
促進と、その成果の活用

主な基本的施策

代表的な６疾患

国
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 作成の経緯

国は、地方公共団体に対して市町村保健センター等で実施する乳幼児健康調査等の母子保健事業の機会を捉え、
乳幼児の保護者に対する適切な保健指導や医療機関への受診勧奨等、適切な情報提供を実施するよう求める

アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針 第二（ウ）

※ 令和２～４年度厚生労働科学研究費補助金 免疫・アレルギー疾患政策研究事業
「アレルギー疾患患者（乳幼児～成人）のアンメットニーズとその解決の可視化に関する研究」

現場において、正しい知識に基づいた保健指導の一助とすべく、厚生労働科学

特別事業の一環として、「小児アレルギー疾患 保健指導の手引き」が作成

平成30年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金

「アレルギー疾患に対する保健指導マニュアル開発のための研究」

＜目指す成果＞

１）増悪予防：乳幼児検診等の母子保健事業において、保護者の保健指導や医療機関への
受診勧奨等が実施され、適切な受診行動に繋がる

２）発症予防：保健指導を通じて公衆衛生的な取り組みが充実する

３）災害対応：平時から災害への備えを行い、災害時の避難所生活等でのリスクを軽減する

○ 医学の進歩や社会環境の変化、基本指針の一部改正に合わせて、

2023年改訂版を発行※

小児のアレルギー疾患保健指導の手引き
2023年改訂版
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 利用状況調査

○「小児のアレルギー疾患保健指導の手引き（H30発行）」の活用状況、問題点について無作為抽出した521
の自治体に調査を行った（275か所から回答：52.8%）

「保健指導の手引き」改訂に向けたアンケート調査結果

令和２～４年度厚生労働科学研究費補助金 免疫・アレルギー疾患政策研究事業
「アレルギー疾患患者（乳幼児～成人）のアンメットニーズとその解決の可視化に関する研究」

アレルギー疾患に関する保健指導

を行っていますか？

行っている

89.1%
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「小児のアレルギー疾患保健指導の手引き」

を使っていますか？

はい

37.7%

保健指導のための指導マニュアル

はありますか？

はい

8.2%

いいえ

91.8%

手引きを使わない理由は何ですか？

小児のアレルギー
疾患保健指導の手引き

H30年版

○小児のアレルギー疾患保健指導の手引きの利用促進には更なる情報提供・普及が必要である

いいえ

62.3%

（人）
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 2023年改訂版
○ 実際の保健指導で遭遇しやすい場面を想定したQ&A形式で掲載

【掲載例】
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 2023年改訂版
○ 実際の保健指導で遭遇しやすい場面を想定したQ&A形式で掲載

【掲載例】
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 2023年改訂版
○ 実際の保健指導で遭遇しやすい場面を想定したQ&A形式で掲載

【掲載例】
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 2023年改訂版
○ 指導の際に活用出来るリーフレットや参考資料を掲載
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 2023年改訂版
○ 指導の際に活用出来るリーフレットや参考資料を掲載
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 2023年改訂版
○ 指導の際に活用出来るリーフレットや参考資料を掲載
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小児のアレルギー疾患保健指導の手引き 2023年改訂版
○ アレルギーポータルより無償でダウンロードが可能です

「行政・学校関係者の方向け」もしくは「医療従事者の方向け」の
ページからダウンロードができます
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アレルギーポータルにおける情報提供

○ 動画による解説やアレルギーの手引き、災害時のマニュアルなどの情報を紹介しています

動画による解説

手引きやパンフレットの公開

「アレルギーの本棚」

から参照可能

自治体ホームページの検索

各自治体のアレルギー対策を

行うホームページにアクセス可

災害時の対応

平時・緊急時の対応方法や

マニュアルなど公開
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アレルギー相談員養成研修会

○ アレルギー情報センター事業として、アレルギー疾患の研修を無償で受講できます

＜参考：2024年度養成研修会 プログラム＞

〇対象者：アレルギー疾患に関して患者やその家族と接する機会の多いアレルギー専門医以外の医師、薬剤師、
看護師、保健師、栄養士など

〇目的：アレルギー疾患の基本的知識の修得と、最新情報の入手

〇期間：毎年10月～11月の２日間（その後１か月オンデマンド配信）
○参加費：無料

○申込方法：日本アレルギー学会ホームページより ９月頃開始予定
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国立保健医療科学院におけるアレルギー疾患対策従事者研修

○地方公共団体においてアレルギー疾患対策の中心的な役割を担う保健医療に関係する職種を
対象とした短期研修です（令和７年度の受付は終了）

地方自治体 保健師等

・都道府県拠点病院、かかりつけ医、自治体の役割
・災害時におけるアレルギー疾患対策への保健活動
・アレルギー疾患対策業務に従事する人材育成

などについて習得

国立保健医療科学院における研修（本研修）[令和４年度～]

アレルギー相談員
養成研修会などの

基礎的な研修（既存）

① 地域での医療機関等の連
携強化に向けた取り組み

② 地域の保健師等の関係者
の教育

都道府県拠点病院

かかりつけ医など 自治体

地域におけるアレルギー
疾患対応の質の向上

研修
修了者

アレルギー疾患について既に基本的な知識・経験を有し、地方公共団体で中心的な役割を担う保健師等に対して、 新たに専門性の高い研修
を実施。当該研修を修了した職員が各地域で医療機関連携の強化と職員の育成を行うことにより、地域の実情に応じたアレルギー疾患対策の
推進や対応の質の向上を図る。

事業概要

定員：30名
都道府県・指定都市・中核市・保健所設置市・特別区の自治体に勤務し、アレルギー疾患対策を推進する施策に携わる者、またはその管理・
統括を行う者（保健師、医師、管理栄養士、行政職員等）
※現在、アレルギー疾患対策に関連した相談事業等に従事するもの、もしくは今後、それらに従事する可能性があるもの

対象者

令和７年９月18・19日（２日間）研修期間
集合開催予定（事前学習＋講習、グループワーク）開催形態

参加

参加

目指す姿
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正しい知識

小児のアレルギー疾患保健指導の手引きなどを活用し

引き続きアレルギー疾患保健指導の実施をお願いいたします


